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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第78期

第２四半期
連結累計期間

第79期
第２四半期
連結累計期間

第78期

会計期間
自令和元年６月１日
至令和元年11月30日

自令和２年６月１日
至令和２年11月30日

自令和元年６月１日
至令和２年５月31日

売上高 （千円） 23,253,840 26,035,653 44,991,400

経常利益 （千円） 2,875,627 3,555,300 5,462,847

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 2,002,843 2,423,653 3,944,714

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 2,061,532 2,336,402 4,014,219

純資産額 （千円） 33,570,852 40,660,768 36,868,361

総資産額 （千円） 49,856,631 57,079,422 54,249,734

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 159.48 178.30 309.66

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 158.58 - 307.44

自己資本比率 （％） 66.6 70.6 67.3

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 2,570,829 1,719,351 4,306,265

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △908,235 △2,238,163 △2,681,441

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △791,849 625,104 △350,462

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 2,679,869 3,189,115 3,084,107

 

回次
第78期

第２四半期
連結会計期間

第79期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自令和元年９月１日
至令和元年11月30日

自令和２年９月１日
至令和２年11月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 85.93 80.22

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第79期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、厳しい状況で

推移しました。段階的に経済活動を再開し、緩やかな回復の傾向があるものの、感染が再拡大しつつあり先行きは

不透明な状況が続いております。

　医薬品業界におきましては、平成29年６月閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2017」において

「2020年９月までに、後発医薬品の使用割合を80％とし、できる限り早期に達成できるよう、更なる使用促進策を

検討する」と明記され、国のジェネリック医薬品使用促進政策が実施されて参りました。令和２年７月～９月期に

は数量シェアが78.9％（日本ジェネリック製薬協会調べ）となり、ジェネリック医薬品の普及は拡大しておりま

す。しかしながら、令和元年10月には消費税率引き上げに伴う薬価改定が実施され、令和２年４月には２年に１回

の通常の薬価改定が実施されました。さらに令和３年度の薬価改定、及びその後毎年薬価改定が実施されることが

決まっており、医薬品業界の事業環境は厳しいものとなることが予想され、当社としても一層の経営効率化への努

力が求められております。

　このような状況のもと、当社グループは生産基盤の充実を図りながら積極的な営業活動を展開いたしました。

　売上高の販売品目ごとの業績は次のとおりであります。

　原薬では、血圧降下剤原薬、消炎鎮痛剤原薬及び抗アレルギー剤原薬等のジェネリック医薬品向け原薬の販売増

加があり堅調に推移し、売上高は13,788,001千円（前年同期比6.2％増）となりました。

　製剤では、自社開発ジェネリック医薬品、医療用医薬品における新薬や長期収載品の製造受託、一般用医薬品の

販売増加があり順調に推移し、売上高は12,093,331千円（前年同期比19.3％増）となりました。

　健康食品他につきましては、堅調に推移し、売上高は154,320千円（前年同期比11.3％増）となりました。

　新型コロナウイルス感染症の流行による当第２四半期連結累計期間への影響は軽微でありました。

　これらの結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高26,035,653千円（前年同期比12.0％増）、営業利益

3,512,131千円（前年同期比24.1％増）、経常利益3,555,300千円（前年同期比23.6％増）、親会社株主に帰属する

四半期純利益2,423,653千円（前年同期比21.0％増）となりました。

 

②財政状態

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末より2,829,688千円増加し、57,079,422千円

となりました。これは主に、電子記録債権の減少406,740千円、商品及び製品の減少410,698千円などがあった一方

で、受取手形及び売掛金の増加1,212,552千円、原材料及び貯蔵品の増加1,219,011千円、有形固定資産の増加

1,312,570千円などがあったことによるものであります。

　負債は、前連結会計年度末より962,717千円減少し、16,418,654千円となりました。これは主に、支払手形及び

買掛金の増加700,173千円があった一方で、１年内返済予定の長期借入金の減少274,595千円、電子記録債務の減少

1,009,059千円、長期借入金の減少554,713千円などがあったことによるものであります。

　純資産は、前連結会計年度末より3,792,406千円増加し、40,660,768千円となりました。これは主に、資本金の

増加901,053千円、資本剰余金の増加901,053千円、利益剰余金の増加2,081,284千円などがあったことによるもの

であります。

　これらの結果、自己資本比率は前連結会計年度より3.3ポイント増加し、70.6％となっております。
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③キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度

末より105,008千円増加し、3,189,115千円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は1,719,351千円（前年同期比851,478千円の減少）となりました。税金等調整前四

半期純利益3,549,753千円、減価償却費1,420,356千円の計上があった一方、売上債権の増加額864,127千円、たな

卸資産の増加額738,357千円、法人税等の支払額1,239,770千円があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は2,238,163千円（前年同期比1,329,928千円の増加）となりました。これは主に、

生産設備の拡充に伴う有形固定資産の取得による支出2,248,852千円があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果獲得した資金は625,104千円（前年同期は791,849千円の支出）となりました。これは主に、長期

借入金の返済による支出829,308千円、配当金の支払額342,225千円があった一方で、新株発行による収入

1,798,544千円があったことによるものであります。

 

(２）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(３）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(５）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は911,126千円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,800,000

計 30,800,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（令和２年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（令和３年1月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,719,064 13,719,064
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 13,719,064 13,719,064 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

        該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

        該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　当第２四半期会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る新株予約権が次のとおり

行使されております。

 

第2四半期会計期間

（令和２年９月１日から

　　令和２年11月30日まで）

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条項付新株予約権付

社債券等の数（個）
640

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数（株） 64,000

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等（円） 3,143.13

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額（千円） 201,160

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行使価額修正条項付

新株予約権付社債券等の数の累計（個）
12,000

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約権付社

債券等に係る累計の交付株式数（株）
1,200,000

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約権付社

債券等に係る累計の平均行使価額等（円）
3,165.90

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予約権付社

債券等に係る累計の資金調達額（千円）
3,799,084
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

令和２年９月１日～

令和２年11月30日（注）
64,000 13,719,064 100,789 6,271,234 100,789 6,157,425

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

（５）【大株主の状況】

  令和２年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社日本カストディ銀行（信

託口）
東京都中央区晴海１丁目８-12 1,155,700 8.43

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,115,300 8.13

NORTHERN TRUST CO．（AVFC） RE

HCR00　　　　　　　　　　　

（常任代理人　香港上海銀行東京

支店　カストディ業務部）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14

5NT，UK　　　　　　　　　　　　  　

（東京都中央区日本橋３丁目11-１）

598,200 4.36

JP MORGAN CHASE BANK 385632 

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行　決済営業部）

25 BANK STREET， CANARY WHARF，

LONDON， E14 5JP，UNITED

KINGDOM　　　　　　　　　　（東京都港

区港南２丁目15-１　品川インターシティ

Ａ棟）

384,900 2.81

笹山　眞治郎 富山県富山市 340,098 2.48

大津賀　保信 富山県富山市 315,269 2.30

ダイト従業員持株会 富山県富山市八日町326 253,070 1.85

BBH FOR FIDELITY PURITAN TR：

FIDELITY SR INTRINSIC

OPPORTUNITIES FUND

（常任代理人　株式会社三菱UFJ

銀行）

245 SUMMER STREET BOSTON， MA 02210

U.S.A.　                       

（東京都千代田区丸の内２丁目７-１　決

済事業部）

250,000 1.82

株式会社日本カストディ銀行（信

託口５）
東京都中央区晴海１丁目８-12 243,100 1.77

株式会社日本カストディ銀行（信

託口６）
東京都中央区晴海１丁目８-12 221,000 1.61

計 － 4,876,637 35.56

 

（注）三井住友信託銀行株式会社より令和２年９月23日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）に

よれば、三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社、日興アセットマネジメント株式会社が、令和２年９

月15日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨が記載されておりますが、当第２四半期会計期間末現在

での実質所有株式数については、当社として確認ができませんので上記大株主の状況には含めておりません。
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大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

 

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

三井住友トラスト・アセットマ

ネジメント株式会社
東京都港区芝公園一丁目１番１号 566,200 4.21

日興アセットマネジメント株式

会社
東京都港区赤坂九丁目７番１号 189,800 1.41

計 － 756,000 5.62

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    令和２年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 5,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,680,700 136,807 －

単元未満株式 普通株式 32,964 － －

発行済株式総数  13,719,064 － －

総株主の議決権  － 136,807 －

 

②【自己株式等】

    令和２年11月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

ダイト株式会社 富山県富山市八日町326番地 5,400 - 5,400 0.04

計 － 5,400 - 5,400 0.04

（注）当第２四半期会計期間末現在、自己株式を5,493株所有しております。

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（令和２年９月１日から令

和２年11月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（令和２年６月１日から令和２年11月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(令和２年５月31日)
当第２四半期連結会計期間

(令和２年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,084,107 3,189,115

受取手形及び売掛金 9,065,546 10,278,099

電子記録債権 6,468,927 6,062,186

商品及び製品 3,482,690 3,071,991

仕掛品 4,236,515 4,167,925

原材料及び貯蔵品 4,411,520 5,630,532

その他 133,206 158,945

貸倒引当金 △27,356 △22,805

流動資産合計 30,855,157 32,535,990

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 10,163,766 10,201,169

機械装置及び運搬具（純額） 4,977,869 5,073,140

その他（純額） 4,257,967 5,437,863

有形固定資産合計 19,399,603 20,712,174

無形固定資産   

その他 299,353 287,250

無形固定資産合計 299,353 287,250

投資その他の資産   

投資有価証券 3,143,540 2,996,391

その他 569,347 559,753

貸倒引当金 △17,268 △12,138

投資その他の資産合計 3,695,619 3,544,007

固定資産合計 23,394,577 24,543,432

資産合計 54,249,734 57,079,422

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,330,420 5,030,594

電子記録債務 3,858,673 2,849,613

1年内返済予定の長期借入金 1,512,425 1,237,830

未払法人税等 1,302,663 1,167,517

引当金 91,041 137,211

その他 3,959,122 4,211,248

流動負債合計 15,054,346 14,634,015

固定負債   

長期借入金 1,581,182 1,026,469

退職給付に係る負債 568,226 580,916

その他 177,617 177,253

固定負債合計 2,327,026 1,784,639

負債合計 17,381,372 16,418,654
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(令和２年５月31日)
当第２四半期連結会計期間

(令和２年11月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,370,181 6,271,234

資本剰余金 5,256,371 6,157,425

利益剰余金 24,742,928 26,824,213

自己株式 △13,411 △13,584

株主資本合計 35,356,070 39,239,289

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,051,667 944,544

為替換算調整勘定 128,681 138,629

退職給付に係る調整累計額 △30,768 △15,384

その他の包括利益累計額合計 1,149,580 1,067,789

新株予約権 3,562 -

非支配株主持分 359,148 353,689

純資産合計 36,868,361 40,660,768

負債純資産合計 54,249,734 57,079,422
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　令和元年６月１日
　至　令和元年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　令和２年６月１日
　至　令和２年11月30日)

売上高 23,253,840 26,035,653

売上原価 18,497,477 20,191,813

売上総利益 4,756,363 5,843,840

返品調整引当金戻入額 1,822 1,253

差引売上総利益 4,758,185 5,845,093

販売費及び一般管理費 ※ 1,928,377 ※ 2,332,962

営業利益 2,829,808 3,512,131

営業外収益   

受取利息 363 338

受取配当金 40,395 36,500

受取保証料 6,529 8,500

その他 15,237 18,795

営業外収益合計 62,526 64,135

営業外費用   

支払利息 6,776 3,820

為替差損 1,450 8,224

支払手数料 4,627 3,952

その他 3,853 4,967

営業外費用合計 16,707 20,965

経常利益 2,875,627 3,555,300

特別利益   

補助金収入 1,300 -

投資有価証券売却益 110,686 -

固定資産売却益 49 -

特別利益合計 112,036 -

特別損失   

固定資産除却損 9,217 5,547

投資有価証券評価損 15,153 -

特別損失合計 24,370 5,547

税金等調整前四半期純利益 2,963,293 3,549,753

法人税等 974,967 1,136,587

四半期純利益 1,988,325 2,413,165

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △14,517 △10,487

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,002,843 2,423,653
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　令和元年６月１日
　至　令和元年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　令和２年６月１日
　至　令和２年11月30日)

四半期純利益 1,988,325 2,413,165

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 186,635 △107,123

為替換算調整勘定 △108,957 14,976

退職給付に係る調整額 △4,470 15,384

その他の包括利益合計 73,207 △76,762

四半期包括利益 2,061,532 2,336,402

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,108,789 2,341,861

非支配株主に係る四半期包括利益 △47,256 △5,458
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　令和元年６月１日
　至　令和元年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　令和２年６月１日
　至　令和２年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,963,293 3,549,753

減価償却費 1,416,511 1,420,356

固定資産除却損 9,217 5,547

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,132 △9,681

賞与引当金の増減額（△は減少） 21,678 32,493

返品調整引当金の増減額（△は減少） △1,822 △1,253

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 10,345 14,929

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 4,907 34,812

受取利息及び受取配当金 △40,758 △36,838

支払利息 6,776 3,820

補助金収入 △1,300 -

投資有価証券評価損益（△は益） 15,153 -

投資有価証券売却損益（△は益） △110,686 -

売上債権の増減額（△は増加） △2,709,075 △864,127

たな卸資産の増減額（△は増加） △271,478 △738,357

仕入債務の増減額（△は減少） 1,239,788 △43,346

その他 236,599 △446,173

小計 2,786,016 2,921,935

利息及び配当金の受取額 40,758 36,838

利息の支払額 △6,612 △3,674

補助金の受取額 1,300 -

法人税等の支払額 △256,185 △1,239,770

その他 5,552 4,021

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,570,829 1,719,351

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,003,676 △2,248,852

無形固定資産の取得による支出 △25,450 △5,798

投資有価証券の売却による収入 117,989 -

その他 2,901 16,486

投資活動によるキャッシュ・フロー △908,235 △2,238,163
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  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　令和元年６月１日
　至　令和元年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　令和２年６月１日
　至　令和２年11月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △950,778 △829,308

配当金の支払額 △248,853 △342,225

自己株式の取得による支出 △120 △172

リース債務の返済による支出 △2,442 △1,733

新株予約権の発行による収入 7,836 -

新株予約権の行使による株式の発行による収入 402,508 1,798,544

財務活動によるキャッシュ・フロー △791,849 625,104

現金及び現金同等物に係る換算差額 △10,311 △1,283

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 860,432 105,008

現金及び現金同等物の期首残高 1,819,437 3,084,107

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,679,869 ※ 3,189,115
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

債務保証

　次の会社の武田薬品工業㈱からの買掛債務に対して債務保証を行っております。

前連結会計年度
（令和２年５月31日）

当第２四半期連結会計期間
（令和２年11月30日）

東洋製薬化成㈱ 26,842千円 東洋製薬化成㈱ 34,727千円

マイランEPD合同会社 17,419 ㈱富士薬品 24,901

キョーリン製薬グループ工場㈱ 12,028 テイカ製薬㈱ 6,831

㈱富士薬品 11,986 ㈱パナケイア製薬 5,701

日医工㈱ 6,557   

㈱パナケイア製薬 5,792   

テイカ製薬㈱ 5,123   

大和製薬㈱ 273   

合計 86,022 合計 72,160

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※販売費及び一般管理費のうち主な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 令和元年６月１日

　　至 令和元年11月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 令和２年６月１日

　　至 令和２年11月30日）

給料手当 303,389千円 328,680千円

賞与引当金繰入額 18,682 23,864

役員賞与引当金繰入額 10,345 14,929

退職給付費用 12,656 22,576

研究開発費 607,325 911,126

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 令和元年６月１日
至 令和元年11月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 令和２年６月１日
至 令和２年11月30日）

現金及び預金勘定 2,679,869千円 3,189,115千円

現金及び現金同等物 2,679,869 3,189,115
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（株主資本等関係）

I　前第２四半期連結累計期間（自　令和元年６月１日　至　令和元年11月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

令和元年７月12日

取締役会
普通株式 250,273 20 令和元年５月31日 令和元年８月８日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

令和２年１月14日

取締役会
普通株式 253,140 20 令和元年11月30日 令和２年２月３日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　令和２年６月１日　至　令和２年11月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

令和２年７月10日

取締役会
普通株式 342,368 26 令和２年５月31日 令和２年８月６日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

令和３年１月14日

取締役会
普通株式 315,412 23 令和２年11月30日 令和３年２月１日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当第２四半期連結累計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る新株予約権の行使

に伴い、資本金901,053千円、資本剰余金901,053千円がそれぞれ増加しております。

　この結果、当第２四半期連結会計期間末において、資本金6,271,234千円及び資本剰余金6,157,425千円と

なっております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

I　前第２四半期連結累計期間（自　令和元年６月１日　至　令和元年11月30日）

　当社の報告セグメントは、「医薬品事業」のみであり、その他の事業セグメントの重要性が乏しいため、記

載を省略しております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自　令和２年６月１日　至　令和２年11月30日）

　当社の報告セグメントは、「医薬品事業」のみであり、その他の事業セグメントの重要性が乏しいため、記

載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　令和元年６月１日
至　令和元年11月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　令和２年６月１日
至　令和２年11月30日）

(1)１株当たり四半期純利益金額 159円48銭 178円30銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千

円）
2,002,843 2,423,653

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
2,002,843 2,423,653

普通株式の期中平均株式数（千株） 12,558 13,593

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 158円58銭 －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千

円）
－ －

普通株式増加数（千株） 71 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

（注）当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

　令和３年１月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 

　（イ）配当金の総額　　315,412千円

　（ロ）１株当たりの金額　　23円00銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　令和３年２月１日

 

（注）令和２年11月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

令和３年１月14日

ダイト株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

北陸事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 佐々木　雅　広　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 安　藤　眞　弘　　印

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイト株式会社

の令和２年６月１日から令和３年５月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（令和２年９月１日から令和２

年11月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（令和２年６月１日から令和２年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダイト株式会社及び連結子会社の令和２年11月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。
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・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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